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「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２００８年度）（案）に関する意見募集」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 
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別 紙 

検証結果案 意見 

（３）指定電気通

信設備制度に

係る禁止行為

規制等 

ア ＮＴＴ及びＮＴ

Ｔ 東 西 に 所 要

の措置を要請

する事項 

「（ア）ＮＴＴ東西の１１６窓口及びウェブサイトにおいて、利用者が加入電話移

転転居の手続を行う際にフレッツ光サービスの営業活動が行われており、累

次の競争ルールに反しているとの指摘（意見４８）について」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

所要の措置を要請することに賛同いたします。 

要請にあたっては、ＮＴＴ東西における措置が、単に文書による指示や会議

等での説明に止まることなく、ロケーションの物理的な隔離、運営体制の分

離、窓口でのトークスクリプトの見直し等、より実効的かつ実質的なものとなる

よう指導・徹底いただくことを要望いたします。 

「（イ）ＮＴＴ東日本の「フレッツ・テレビ」サービスは、放送事業への参入が認め

られていないＮＴＴ東日本の実質的な放送事業への参入であるとの指摘（意見

６３）について」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

所要の措置を要請することに賛同いたします。 

検証結果（案）では、ＮＴＴ東日本のみが対象となっておりますが、昨年１２

月より、西日本エリアにおいても「フレッツ・テレビ」サービスが提供開始されて

いることを踏まえ、同種問題の未然防止の観点から、ＮＴＴ西日本に対しても

同様の措置要請を実施いただくことが必要と考えます。 

 また、ＮＴＴ東西による放送サービスの販売受託の根拠となる「目標達成業

務」の認可につきましては、当該業務が認可された平成１１年当時と市場環境

が一変していることから、改めて認可内容や認可条件を検証のうえ、必要な見

直しを行うべきであると考えます。 

「（ウ）ＮＴＴ東西の県域等子会社（１００％子会社）はＮＴＴ東西と実質的に一体

であるとみなし、禁止行為規制を適用すべきとの指摘（意見３７）について」の

検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

１００％出資、「ＮＴＴ西日本－○○」という社名の利用、役員兼務によって、

ＮＴＴ東西と県域等子会社が実質的に一体経営されており、また消費者からも

混同されていることは明らかであります。 

規制が適用されない子会社が関与することで、規制逃れが可能となること

は、ＮＴＴ再編や指定電気通信設備制度の趣旨を損なうものと考えるため、役

員兼任は当然のことながら、社名利用や人事交流等の禁止、さらにはＮＴＴグ

ループの資本分離についても早急に検討すべきであると考えます。  
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検証結果案 意見 

（３）指定電気通

信設備制度に

係る禁止行為

規制等 

イ 引き続き注

視する事項 

「（イ）ドコモショップにおいて、ＮＴＴグループ他社商品の取扱いを禁止する措

置が必要との指摘（意見３３）について」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモ自身が排他的な取引をしているか否かに関わら

ず、結果的に販売代理店において、ドミナント事業者同士のサービスを一体的

に販売することは、公正競争を阻害するものと考えます。 

 よって、販売代理店の行為にも禁止行為規制等が適用されるよう追加的な

措置を講じる必要があると考えます。  

「（エ）家電量販店で、ＮＴＴ東西がＯＣＮを優先的に取り扱っているおそれがあ

るとの指摘（意見３５、４４、４７）、ＯＣＮwith フレッツとＮＴＴドコモの携帯電話

の同時加入に対する高額ポイントの付与は、関連事業者のサービスを排他的

に組み合わせた割引サービスの提供に相当するとの指摘（意見３６）につい

て」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズ及びＮＴＴドコモ自身が排他的な取引を

しているか否かに関わらず、結果的に販売代理店において、特定関係事業者

やドミナント事業者同士のサービスを一体的に販売することは、公正競争を阻

害するものと考えます。 

 よって、販売代理店の行為にも禁止行為規制等が適用されるよう追加的な

措置を講じる必要があると考えます。  

「（キ）ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモの通信レイヤーにおける市場支配力がグルー

プの連携等を活用して上位レイヤーへ不当に行使されていないか適時検証す

べきとの指摘（意見４１）について」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

検証結果（案）に示されている事項に加え、ＮＴＴ東西によるＮＧＮを介したコ

ンテンツプロバイダーの排他的な囲い込みの有無についても、注視いただくよ

う要望いたします。 
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検証結果案 意見 

（３）指定電気通

信設備制度に

係る禁止行為

規制等 

イ 引き続き注

視する事項 

「（ク）ＮＴＴ西日本のフレッツ光のウェブサイトには、電話番号から住宅の種別

を判別してサービスを案内する機能があり、また、電話帳等で公表していない

にもかかわらずＮＴＴ西日本の販売代理店からフレッツ光の電話勧誘やＤＭの

送付が行われていることから、ＮＴＴ西日本が加入電話の顧客情報を利用して

営業活動を行っているおそれがあるとの指摘（意見４９、５０）について」の検証

結果（案） 

 

［弊社意見］ 

ウェブサイトの問題に関して、参考資料の考え方（案）において、「ＮＴＴ西日

本から、設備情報を利用しており、また当該情報はＮＴＴ西日本との相互接続

事業者であれば利用可能との説明を受けた」旨の記載がありますが、利用者

に割り当てられた電話番号は、利用者と密接に紐付いているという点で、設備

情報ではなく、顧客情報であるとも考えられます。 

 また、仮に設備情報であっても、競争事業者が必ずしも接続事業者とは限ら

ないなかで、独占時代から引き継ぐ当該情報を営業活動に用いることは、公

正競争を阻害するものであります。 

 よって、このような利用は正当性を欠くため、速やかに停止させるべきである

と考えます。 

「（ケ）ＩＰｖ６マルチプレフィクス問題解消のためのＮＴＴ東西とＩＳＰとの間で行わ

れている協議が公正競争上の問題が生じる結論とならないよう注視が必要と

の意見（意見５２）について」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

ＮＴＴ東西がＩＳＰ事業を行うことは当然のことながら、ＮＧＮにおけるＩＰｖ６マ

ルチプレフィクス問題の解決策として、ＮＴＴ東西がエンドユーザにＩＰｖ６アドレ

スを付与する方式（ＮＴＴ東西によるインターネット接続機能の提供）を採用す

ることも、ＮＴＴ再編時の趣旨等に照らして、そもそも認められるものではないと

考えます。 

 そのため、活用業務としての認可申請を許容するかのような検証結果（案）

は不適当であると考えます。 
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検証結果案 意見 

（３）指定電気通

信設備制度に

係る禁止行為

規制等 

イ 引き続き注

視する事項 

「（シ）ＮＧＮに係る活用業務が認可されたことにより、ＮＴＴ東西の業務範囲が

拡大し、ＮＴＴ東西の一体化が進行しており、公正競争環境確保の観点から

は、現状の措置のみでは不十分ではないかとの指摘（意見５７、５８）につい

て」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

ＮＴＴ東西をはじめとしたＮＴＴグループが、本来の規制の枠を超えて、自ら

の理屈によって事業範囲を拡大していることがそもそも問題であり、ＮＴＴグル

ープの市場シェアが高まる要因にもなっております。 

 そのため、ＮＴＴグループにおける事業運営上の全ての行為に対して厳正な

規制をかける必要があると考えますので、禁止行為規制や累次の公正競争

要件の適用範囲拡大等、規制内容のさらなる強化を行うべきであります。 

 また、活用業務については、今後認可を控えるべきであり、現在の認可業務

についても改めて検証すべきであると考えます。 

「（セ）ＮＴＴ西日本がキャンペーンと称して平成１７年から開始した「光ぐっと割

引」は、恒常的に提供されているため、適正コストを下回る料金設定になって

いないかとの指摘（意見６９）について」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

ＮＴＴ西日本がキャンペーンと称して平成１７年から開始した「光ぐっと割引」

は、実質的に３年以上継続して実施され、恒常的な料金メニューとなっている

ことから、現に関西圏における競争環境に影響を与えていると認識しておりま

す。 

 そのため、約款料金だけでなく、 「光ぐっと割引」を適用した場合の料金を含

めて、料金設定の適正性を検証いただくよう要望いたします。 

ウ その他の事

項 

「（イ）ＮＴＴドコモ等をＮＴＴ東西の特定関係事業者に追加すべきという指摘（意

見４５、４６）について」の検証結果（案） 

 

［弊社意見］ 

昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証に引き続き、ＮＴＴドコモやＮＴＴ

東西の県域等子会社等に係る問題点や懸念が指摘されていることを踏まえる

と、既に電気通信事業法第３０条第３項に係る禁止行為規制の適用だけでは

十分でないと考えます。 

 よって、早急にＮＴＴドコモやＮＴＴ東西の県域等子会社を特定関係事業者と

して指定すべきであると考えます。  

 

以 上 


